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○川口市子ども医療費の支給に関する条例施行規則 

昭和48年７月１日規則第22号 

改正

昭和48年12月25日規則第39号 

昭和52年３月30日規則第20号 

昭和53年８月26日規則第65号 

昭和56年６月30日規則第28号 

昭和57年３月31日規則第25号 

平成元年１月８日規則第１号 

平成５年３月31日規則第７号 

平成６年12月６日規則第57号 

平成８年３月29日規則第15号 

平成10年３月31日規則第44号 

平成10年６月26日規則第65号 

平成10年12月21日規則第86号 

平成11年10月８日規則第56号 

平成12年12月27日規則第97号 

平成13年４月26日規則第64号 

平成13年９月27日規則第77号 

平成13年12月28日規則第93号 

平成19年３月30日規則第43号 

平成21年３月31日規則第22号 

平成22年３月30日規則第18号 

平成23年10月５日規則第64号 

平成24年９月13日規則第69号 

平成25年３月29日規則第25号 

平成26年９月26日規則第54号 

平成27年３月30日規則第32号 

平成29年８月７日規則第46号 

平成29年12月26日規則第55号 
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平成30年９月27日規則第110号 

川口市子ども医療費の支給に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、川口市子ども医療費の支給に関する条例（昭和48年条例第38号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（登録を行う保護者） 

第２条 条例第３条に規定する規則で定める保護者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める者とする。 

(１) 父又は母が保護者である場合 当該父又は母 

(２) 父及び母が保護者でない場合 保護者のうち子どもの生計を維持する程度の高い者として

市長が認める者 

２ 前項の規定にかかわらず、子どもの家庭事情等に特別の事情がある場合にあっては、市長が認

める保護者を医療費の支給を受けることができる保護者とすることができる。 

（乳幼児の登録申請） 

第３条 条例第４条第１項の規定による申請は、様式第１号の申請書に次に掲げる書類を添えて行

うものとする。 

(１) 乳幼児が国民健康保険法（昭和33年法律第192号）による被保険者又は健康保険法（大正11

年法律第70号）その他これに類する法律（以下「社会保険各法」という。）による被扶養者で

あることを証する書類 

(２) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項各号に掲げる書類の内容及び状況を公簿等により確認することができるときは、

これらの書類の添付を省略することができる。 

（乳幼児の受給資格証） 

第４条 条例第４条第２項に規定する受給資格証は、様式第２号のとおりとする。 

（児童の登録申請） 

第５条 条例第５条第１項の規定による申請（以下「登録申請」という。）は、当該申請の日（第

７条各号に掲げる場合にあっては、当該各号に定める日）から同日以後最初に到来する９月30日

までの期間に係る登録について、様式第３号の申請書に次に掲げる書類を添えて行うものとする。 

(１) 児童が国民健康保険法の規定による被保険者又は社会保険各法に定める被扶養者であるこ

とを証する書類 
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(２) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項各号に掲げる書類の内容及び状況を公簿等により確認することができるときは、

これらの書類の添付を省略することができる。 

（児童の受給資格証） 

第６条 条例第５条第２項に規定する受給資格証は、様式第２号のとおりとする。 

（児童の受給資格の始期の特例） 

第７条 条例第５条第３項ただし書の規則で定める場合は、次に掲げる場合とし、その受給資格の

始期は、当該場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(１) 現に児童に係る受給資格証の交付を受けている者が、市長が別に定める期間において当該

児童に係る当該受給資格証の登録期間の翌期間の登録申請をした場合 当該登録申請をした日

後最初に到来する10月１日 

(２) 新たに児童となる者について、当該児童となる日前において市長が別に定める期間に登録

申請をした場合 当該登録申請をした日後最初に到来する４月１日 

(３) 他の市町村から転入した児童について、当該児童の転入の日後15日以内に登録申請をした

場合 当該転入の日 

(４) 条例第３条各号に該当する児童が当該各号に該当しなくなったことにより当該児童に係る

医療費の支給を受けることができることとなった者が、当該該当しなくなった日後15日以内に

当該児童に係る登録申請をした場合 当該該当しなくなった日 

(５) 災害その他やむを得ない理由により登録申請をすることができなかった者が、当該理由が

やんだ後15日以内に登録申請をした場合 当該やむを得ない理由により申請をすることができ

なくなった日（前各号に規定する登録申請を、やむを得ない理由によりそれぞれ各号に規定す

る期間にすることができなかった場合にあっては、当該各号に定める日） 

（徴収金） 

第８条 条例第６条に規定する規則で定める市税その他の市の徴収金は、次に掲げるものをいう。 

(１) 川口市税条例（昭和29年条例第11号）の規定により市が課する市民税、固定資産税、軽自

動車税及び都市計画税 

(２) 川口市国民健康保険税条例（昭和29年条例第25号）の規定により市が課する国民健康保険

税 

(３) 川口市立幼稚園保育料徴収条例（昭和31年条例第７号）の規定により市が徴収する保育料 

(４) 川口市放課後児童クラブ条例（昭和41年条例第12号）の規定により市が徴収する利用料 
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(５) 川口市立保育所設置及び管理条例（昭和51年条例第12号）の規定により市が徴収する保育

料及び子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）附則第６条第４項の規定により市が徴収

する費用 

(６) 川口市学校給食条例（平成22年条例第42号）の規定により市が徴収する学校給食費 

（医療費の支給制限を受ける場合） 

第９条 条例第６条の規則で定める場合は、次の各号に掲げる事項のいずれにも該当しない場合と

する。 

(１) 登録申請を行う保護者（以下「登録申請保護者」という。）及びその配偶者が、条例第６

条の規定により医療費の支給を受けようとする日において納付し、又は納入すべき前条第１号、

第２号及び第５号に規定する徴収金につき、地方税法（昭和25年法律第226号）第15条第１項、

第２項若しくは第４項の規定によりその徴収を猶予され、同法第15条の５第１項若しくは同条

第２項の規定により準用する同法第15条第４項若しくは同法第15条の６第１項若しくは同条第

３項の規定により準用する同法第15条第４項の規定により滞納処分による財産の換価を猶予さ

れ、又は同法第15条の７第１項の規定により滞納処分の執行を停止されているとき。 

(２) 登録申請保護者又はその配偶者のうち前条に規定する徴収金を滞納しているものが、負傷、

疾病、障害その他やむを得ない理由により就労することが困難となり、その者の収入が著しく

減少したと市長が認めるとき。 

(３) 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、登録申請保護者又はその配偶者の

所有に係る住宅、家財又は主たる生業の維持に供する田畑、宅地、家屋、機械、器具その他事

業の用に供する固定資産（鉱業権、漁業権その他無形減価償却資産を除く。）につき被害金額

（保険金、損害賠償金等により補充された金額を除く。）がその価格のおおむね２分の１以上

である損害を受けたとき。 

(４) 登録申請保護者又はその配偶者のうち医療費の支給を受けようとする日の属する年の前年

（１月から９月までの間の支給を受けようとする場合にあっては、前々年）の所得の額が高い

もの（登録申請保護者及びその配偶者の所得の額が同額である場合にあっては、そのいずれか

の者）の所得が、次のア又はイに掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定める額未満であるとき。 

ア 所得税法（昭和40年法律第33号）に規定する同一生計配偶者及び扶養親族（以下「扶養親

族等」という。）並びに当該登録申請保護者又はその配偶者の扶養親族等でない18歳に達す

る日以後の最初の３月31日までの間にある者で当該登録申請保護者又はその配偶者が当該所

得のあった年の12月31日において生計を維持したもの（以下「被生計維持者」という。）が
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ないとき 6,220，000円 

イ 扶養親族等又は被生計維持者があるとき 6,220，000円に当該扶養親族等及び被生計維持

者１人につき380,000円（当該扶養親族等が所得税法に規定する同一生計配偶者（70歳以上の

者に限る。）又は老人扶養親族であるときは、当該同一生計配偶者又は老人扶養親族１人に

つき440,000円）を加算した額 

（支給制限に係る所得の範囲） 

第10条 前条第４号に規定する所得の範囲は、医療費の支給を受けようとする日の属する年の前年

（その日が１月から９月までの間にある場合にあっては、その日の属する年の前々年）の所得の

うち、地方税法第５条第２項第１号に掲げる市町村民税（特別区が同法第１条第２項の規定によ

って課する同法第５条第２項第１号に掲げる税を含む。以下同じ。）についての同法その他の市

町村民税に関する法令の規定による非課税所得以外の所得とする。 

（支給制限に係る所得の額の計算方法） 

第11条 第９条第４号に規定する所得の額は、その所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度

分の市町村民税に係る地方税法第313条第１項に規定する総所得金額、退職所得金額及び山林所得

金額、同法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第

４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第１項

若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条

の２第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法第31条第１

項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条第５

項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第

１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項又は第36条の規定の適用がある場合

には、これらの規定の適用により同法第32条第１項に規定する短期譲渡所得の金額から控除する

金額を控除した金額）、地方税法附則第35条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年法

律第144号）第８条第２項（同法第12条第５項及び第16条第２項において準用する場合を含む。）

に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法第12条第６項及び第16条第３項におい

て準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号）第３条の２の２第10項に規

定する条約適用利子等の額並びに同条第12項に規定する条約適用配当等の額の合計額から80,000

円を控除した額とする。 
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２ 前項に規定する市町村民税につき、次の各号に掲げる者については、当該各号に定める額を同

項の規定によって計算した額からそれぞれ控除するものとする。 

(１) 地方税法第314条の２第１項第１号、第２号又は第４号に規定する控除を受けた者 当該雑

損控除額、医療費控除額又は小規模企業共済等掛金控除額に相当する額 

(２) 地方税法第314条の２第１項第６号に規定する控除を受けた者 その控除の対象となった

障害者１人につき270,000円（当該障害者が同号に規定する特別障害者である場合には、400,000

円） 

(３) 地方税法第314条の２第１項第８号に規定する控除を受けた者（同法第292条第１項第11号

イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない

者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻（届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をしていないもの」と

読み替えた場合において同号イに該当する者又は同項第12号中「妻と死別し、若しくは妻と離

婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを

「婚姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻（届出をしていないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にある場合を含む。）をしていないもの」と読み替えた場合において同号に該

当する者である所得割（同項第２号に規定する所得割をいう。）の納税義務者を含む。） 270,000

円（その者が同法第314条の２第３項に規定する寡婦（同項中「第292条第１項第11号に規定す

る寡婦のうち」とあるのを「第292条第１項第11号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後

婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻に

よらないで母となった女子であって、現に婚姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある場合を含む。）をしていないもの」と読み替えた場合において」と読み替えた場

合において同項に該当する者を含む。）である場合には、350,000円） 

(４) 地方税法第314条の２第１項第９号に規定する控除を受けた者 270,000円 

（受給資格証の提示） 

第12条 受給資格の登録を受けた者（以下「資格登録者」という。）は、その保護する子どもが病

院、診療所、薬局その他の者（以下「医療機関等」という。）において、診療、薬剤の支給若し

くは手当を受けようとするとき、又は訪問看護事業者により行われる訪問看護を受けようとする

ときは、受給資格証を提示しなければならない。 

（申請の手続） 

第13条 条例第７条第１項の申請は、様式第４号の申請書に、医療機関等又は訪問看護事業者に支
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払った医療費（訪問看護を受けた場合にあっては、訪問看護事業者に支払った額をいう。以下同

じ。）についての証明を受け、市長に提出して行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特別な理由があると認めるときは、医療機関等又は訪問看護

事業者の発行する領収書を同項の申請書に添付することをもって同項の医療費についての証明に

代えることができる。 

３ 市長は、第１項の規定により申請があった場合において、必要があると認めるときは、当該申

請をした者又は医療機関等若しくは訪問看護事業者に対し、関係書類の提出を求めることができ

る。 

（決定通知） 

第14条 市長は、前条第１項の申請を受理したときは、その内容を審査し、支給の額を決定の上当

該申請をした者に通知するものとする。 

（支給の時期等） 

第15条 市長は、条例第７条第１項の申請があった日の属する月の翌月の末日まで（国民健康保険

法第57条の２第１項に規定する高額療養費の支給の対象となるものについては翌々月の末日ま

で）に、医療費を当該申請をした者（次項において「申請者」という。）に支給するものとする。 

２ 前項の場合において、申請者の死亡等により支給することができないときは、市長が定める者

に支給する。 

（変更の届出） 

第16条 条例第８条の規定による届出は、様式第５号の届出書を提出することにより行うものとす

る。 

（受給資格証の再交付） 

第17条 資格登録者は、受給資格証を破損し、又は亡失したときは、様式第６号の申請書を市長に

提出し、再交付を受けなければならない。 

（受給資格証の返還） 

第18条 資格登録者が、その資格を喪失したときは、速やかに受給資格証を市長に返還しなければ

ならない。 

（その他） 

第19条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（昭和48年12月25日規則第39号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和48年７月１日から適用する。 

附 則（昭和52年３月30日規則第20号） 

この規則は、昭和52年４月１日から施行する。 

附 則（昭和53年８月26日規則第65号） 

この規則は、昭和53年９月１日から施行する。 

附 則（昭和56年６月30日規則第28号） 

この規則は、昭和56年７月１日から施行する。 

附 則（昭和57年３月31日規則第25号） 

この規則は、昭和57年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年１月８日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成５年３月31日規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市乳児医療費の支給に関する条例施行規則

に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間、使用できるものとする。 

（川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例施行規則の一部改正） 

３ 川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例施行規則（平成４年規則第34号）の一部を

次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成６年12月６日規則第57号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年３月29日規則第15号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例施行規

則の規定に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間、使用できるものとする。 
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附 則（平成10年３月31日規則第44号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例施行規

則に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間、使用できるものとする。 

附 則（平成10年６月26日規則第65号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例施行規

則に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間使用できるものとする。 

附 則（平成10年12月21日規則第86号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成11年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例施行規

則に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間使用できるものとする。 

附 則（平成11年10月８日規則第56号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年12月27日規則第97号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成13年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

４ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する

条例施行規則、川口市乳幼児医療費の支給に関する条例施行規則及び川口市重度心身障害者医療

費の助成に関する条例施行規則に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間使用できる

ものとする。 

附 則（平成13年４月26日規則第64号） 

この規則は、平成13年５月１日から施行する。 
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附 則（平成13年９月27日規則第77号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際、川口市規則に規定する様式に基づき、既に印刷済みの帳票については、

当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成13年12月28日規則第93号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成14年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市乳幼児医療費の支給に関する条例施行規

則に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間、所要の調整を加え使用できるものとす

る。 

附 則（平成19年３月30日規則第43号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月31日規則第22号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月30日規則第18号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市子ども医療費の支給に関する条例施行規

則に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間、所要の調整をして使用できるものとす

る。 

附 則（平成23年10月５日規則第64号） 

この規則は、平成23年10月11日から施行する。 

附 則（平成24年９月13日規則第69号） 

この規則は、平成24年10月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日規則第25号） 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成25年10月１日から施行する。 

（施行前の準備） 

２ この規則を施行するために必要な準備行為は、この規則の施行の日前においても行うことがで

きる。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際、この規則による改正前の川口市子ども医療費の支給に関する条例施行規

則に基づき、既に印刷済みの帳票については、当分の間、所要の調整をして使用できるものとす

る。 

附 則（平成26年９月26日規則第54号） 

この規則は、平成26年10月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月30日規則第32号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年８月７日規則第46号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年12月26日規則第55号） 

（施行期日） 

１ この規則中第９条第１号の改正規定は公布の日から、同条第４号ア及びイの改正規定は平成30

年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成29年以前の年分の所得に係るこの規則による改正後の川口市子ども医療費の支給に関する

条例施行規則（以下「新規則」という。）第９条第４号ア及びイの規定の適用については、新規

則第９条第４号ア中「所得税法（昭和40年法律第33号）に規定する同一生計配偶者」とあるのは

「所得税法等の一部を改正する等の法律（平成29年法律第４号）第１条の規定による改正前の所

得税法（昭和40年法律第33号）に規定する控除対象配偶者」と、同号イ中「所得税法に規定する

同一生計配偶者（70歳以上の者に限る。）」とあるのは「所得税法等の一部を改正する等の法律

第１条の規定による改正前の所得税法に規定する老人控除対象配偶者」と、「当該同一生計配偶

者」とあるのは「当該老人控除対象配偶者」とする。 

附 則（平成30年９月27日規則第110号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年10月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この規則による改正後の川口市子ども医療費の支給に関する条例施行規則（以下「新規則」と

いう。）第11条の規定は、この規則の施行の日以後に行われた診療、薬剤の支給若しくは手当又

は訪問看護（以下「診療等」という。）に係る医療費の支給に関する新規則第９条第１号に規定

する登録申請保護者（以下「登録申請保護者」という。）又はその配偶者の所得の額の計算につ

いて適用し、同日前に行われた診療等に係る医療費の支給に関する登録申請保護者又はその配偶

者の所得の額の計算については、なお、従前の例による。 

様式第１号
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様式第２号
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様式第３号(１)
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様式第３号(２)
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様式第４号
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様式第５号
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様式第６号
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